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日本歴史学協会ほか歴史学に関わる 28学会・研究会は、2020 年来の新型コロナウイルス

感染症の拡大によって各地の図書館サービスが大幅に制限された状況を憂慮し、同年 5 月

23 日に公開要望書「国立国会図書館デジタルコレクションの公開範囲拡大による知識情報

基盤の充実を求めます」（http://www.nichirekikyo.com/statement/statement20200523. 

html）を発表しました。この要望書は、新型コロナウイルス感染症への緊急措置という側面

だけではなく、図書館所蔵資料へのアクセスを円滑化することで、学生・大学院生、そして

また不安定な立場にある研究者もふくめたすべての研究・教育関係者が安定的に研究・教育

活動を推進するための知識情報基盤を構築する一助となることを目指したものでした。 

2020 年 9 月以降、日本歴史学協会は、国立国会図書館と協力しながら、国立国会図書館

デジタルコレクションによる歴史学関係団体の学会誌のオープンアクセス化に向けた取り

組みを進めてまいりました。また、国立国会図書館においても、2022 年 4 月以降、著作権

処理の方針を改め、1．索引等で著作物に当たらないものについては著作権を考慮する必要

はないこと、2．公正に引用された箇所については当該箇所の著作権保護期間が満了してい

る必要はないことを前提に、デジタル化資料のインターネット公開を判断する運用を試行



 

的に進めています。さらに、5 月 19日以降、同館は、絶版などで入手困難な資料について、

著作権法第 31条第 4項の規定に基づき、同館本登録利用者向けに個人向けデジタル化資料

を送信するサービスを開始しています。 

わたしたちは国立国会図書館による上記の取り組みを歓迎するとともに、学術的な知識

情報基盤の拡充の観点から、以下の点についてさらなる改善を願うものです。 

 

1．2022 年 4 月以降に開始された上記の試行的運用以前にデジタル化された資料（現在、

国立国会図書館デジタルコレクションでインターネット公開されている 57万点の資料

を含む）についても、同様の著作権上の処理をすみやかに行うこと。 

2．1 冊に複数の著者の論文が収録されている論文集・学術雑誌は、章・論文単位でイン

ターネット公開ができるようにすること。 

3．個人向けデジタル化資料送信サービスについて、海外における日本研究の発展あるい

は日本の学術成果の共有化のために、海外向けの同サービスの検討および実施を早期

に実現すること。 

 

上記の 2については、学術論文においても人権に配慮した成果発表が求められる現在、学

術論文集・学術雑誌に掲載された論文のインターネット公開に際して、今後、章・論文ごと

に対応できるようにすることが必要になると考えています。国立国会図書館デジタルコレ

クションのサービスによるその実現には、さまざまな検討課題が残されています。著作権者

側である歴史学関係の学会・協会も、研究成果のオープンアクセス化に向けて、本格的に取

り組んでまいります。 

これらの要望は、2020 年 5 月 23 日に発表した公開要望書で指摘したとおり、学生・大学

院生、また不安定な立場にある研究者を含むすべての研究者が研究活動を継続できるよう

な環境を整備するものであり、その実現を心より念願するものです。 
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